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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 25,083 ― 1,027 ― 1,144 ― 467 ―

20年3月期第2四半期 26,354 4.4 1,313 △8.9 1,080 △24.8 846 8.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 5.46 ―

20年3月期第2四半期 9.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 40,486 13,747 29.9 145.41
20年3月期 41,457 14,800 31.5 149.77

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  12,092百万円 20年3月期  13,073百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00
21年3月期 ― 0.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 3.00 3.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 49,000 △6.8 1,900 △23.4 1,800 14.0 800 △49.5 9.62

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の３ページをご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  92,500,996株 20年3月期  92,500,996株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  9,340,330株 20年3月期  5,207,953株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  85,578,247株 20年3月期第2四半期  91,937,202株



（参考）個別業績予想

　平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

 （％表示は対前期増減率）　

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

通期
百万円　 ％　 百万円　 ％　 百万円　 ％　 百万円　 ％　 円 銭　

40,800 △3.1 1,300 △4.0 1,200 117.6 650 42.4 7.82

（注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無　有



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第２四半期累計期間の世界経済は、米国住宅バブルの崩壊に伴う世界的信用収縮を背景に欧米の景気が減速し、

日本も設備投資が減少するなど不況色が強まってきました。

　エレクトロニクス市場におきましても、先進国での高機能製品の販売が振るわず、北京五輪によるデジタル家電の

需要増も予想を下廻ったことから、電子部品受注は各品種総じて前期比マイナスで推移しました。

　こうした状況のなかで、当社グループは、海外生産拠点を含めたコスト削減と生産性向上に努めてまいりました。

　その結果、当第２四半期累計期間の連結業績は、前年同期比では、全般的に受注が停滞したことや円高米ドル安の

影響から、売上高、営業利益とも減少となりましたが、経常利益につきましては、為替レートが前期末から見て総じ

て円安米ドル高傾向であったことから、為替差益を主因に増加となりました。

　また、期首におけるたな卸評価減を主因とする前期損益修正損を441百万円計上し、四半期純利益は467百万円とな

りました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

（資産、負債及び純資産の状況）

　当第２四半期末における総資産は、前期末比で、現金及び預金が1,046百万円減少したことを主因に970百万円減少

し、負債は有利子負債が159百万円減少したものの、未払金等の増加により82百万円増加しました。

　純資産は、前期末比で、四半期純利益により467百万円増加し、配当により261百万円減少したほか、自己株式の控

除高が市場買付を主因に772百万円増加したことと、株価下落に伴いその他有価証券評価差額金が258百万円減少し、

円高に伴い為替換算調整勘定が157百万円減少したことなどから、1,053百万円の減少となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ907百万円減少し、3,616百万円となりました。

　営業活動の結果得られた資金は、1,559百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益663百万円及

び減価償却費928百万円の計上があったことによります。

　投資活動の結果使用した資金は、1,409百万円となりました。これは、設備投資による支出1,045百万円及び投資有

価証券の取得による支出561百万円等があったことによります。

　財務活動の結果使用した資金は、1,195百万円となりました。これは、借入金の返済及び配当金の支払に加え、自己

株式の買付772百万円をおこなったことによります。

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

　今後の経済見通しにつきましては、信用収縮、資産デフレ、実態経済の悪化のスパイラルが世界的に拡大している

中、日本においては、急速な円高が輸出環境をさらに悪化させており、景況の悪化は一層深刻化する様相を呈してき

ております。

　そのような中で、電子部品業界におきましては、世界的な需要停滞と価格競争の激化を背景に、経営環境は一層厳

しさを増すものと予想されます。

　こうした状況下、当社グループとしましては、平成20年２月に公表いたしました中期経営計画「Ｇ－ＰＬＡＮ10」

に掲げております、ＭＥＭＳ製品のコア事業化、実装事業のグローバル展開による拡大等の戦略に全力を挙げて取り

組んで参ります。

　なお、今後の為替相場につきましては、100円/米ドルを想定しております。

 



４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①有形固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している有形固定資産の減価償却費は、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定しております。

②税金費用の計算

　税金費用については、第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用し

ております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①四半期財務諸表に関する会計基準及び四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針の適用

　「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準第12号）及

び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準

適用指針第14号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従

い四半期連結財務諸表を作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間より、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を

第１四半期連結会計期間から適用しており、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益が439

百万円減少しております。

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18

年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

④リース取引に関する会計基準及びリース取引に関する会計基準の適用指針の適用

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月

18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）が平成20年４月１日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用しており、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

⑤財務省令改正による耐用年数の変更

　「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」（平成20年４月30日財務省令第32号）に

よる耐用年数の変更を契機として経済的耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間から機械装置の耐

用年数は改正後の耐用年数を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上総利益が38百万円、営業利

益が39百万円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ49百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,572 6,618

受取手形及び売掛金 9,221 8,933

商品及び製品 1,087 1,123

仕掛品 4,142 4,365

原材料及び貯蔵品 536 542

繰延税金資産 955 955

その他 611 747

貸倒引当金 △17 △18

流動資産合計 22,109 23,267

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,782 3,763

機械装置及び運搬具（純額） 5,680 5,546

土地 3,521 3,553

その他（純額） 334 286

有形固定資産合計 13,318 13,151

無形固定資産   

その他 119 68

無形固定資産合計 119 68

投資その他の資産   

投資有価証券 2,022 2,118

繰延税金資産 2,265 2,266

その他 710 647

貸倒引当金 △58 △62

投資その他の資産合計 4,939 4,969

固定資産合計 18,377 18,189

資産合計 40,486 41,457



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,075 11,017

1年内償還予定の社債 2,090 2,000

短期借入金 3,028 2,644

未払法人税等 267 108

賞与引当金 474 470

その他 1,258 1,633

流動負債合計 18,194 17,874

固定負債   

社債 1,050 1,140

長期借入金 3,155 3,699

繰延税金負債 454 454

退職給付引当金 2,914 2,909

その他 970 579

固定負債合計 8,544 8,782

負債合計 26,739 26,656

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,200 5,200

資本剰余金 5,719 5,719

利益剰余金 2,852 2,659

自己株式 △1,723 △951

株主資本合計 12,049 12,628

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △269 △11

繰延ヘッジ損益 △9 △23

土地再評価差額金 607 607

為替換算調整勘定 △285 △128

評価・換算差額等合計 42 445

少数株主持分 1,655 1,727

純資産合計 13,747 14,800

負債純資産合計 40,486 41,457



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 25,083

売上原価 21,423

売上総利益 3,660

販売費及び一般管理費 2,632

営業利益 1,027

営業外収益  

受取利息 48

受取配当金 22

為替差益 203

その他 51

営業外収益合計 326

営業外費用  

支払利息 83

債権売却損 48

出向者経費 42

その他 35

営業外費用合計 210

経常利益 1,144

特別利益  

前期損益修正益 41

固定資産売却益 11

その他 22

特別利益合計 75

特別損失  

前期損益修正損 441

固定資産売却損 6

減損損失 37

固定資産除却損 9

その他 61

特別損失合計 556

税金等調整前四半期純利益 663

法人税等 205

少数株主利益 △8

四半期純利益 467



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 663

減価償却費 928

減損損失 37

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

賞与引当金の増減額（△は減少） 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4

受取利息及び受取配当金 △71

支払利息 83

為替差損益（△は益） △118

前期損益修正損益（△は益） 400

固定資産売却損益（△は益） △5

固定資産除却損 9

投資有価証券売却損益（△は益） 10

関係会社株式評価損 14

売上債権の増減額（△は増加） △323

たな卸資産の増減額（△は増加） 262

仕入債務の増減額（△は減少） 70

その他 △265

小計 1,701

利息及び配当金の受取額 71

利息の支払額 △84

法人税等の支払額 △74

損害賠償金の支払額 △53

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,559

投資活動によるキャッシュ・フロー  

固定資産の取得による支出 △1,045

固定資産の売却による収入 105

投資有価証券の取得による支出 △561

投資有価証券の売却による収入 44

貸付金の回収による収入 2

その他 44

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,409

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 570

長期借入れによる収入 110

長期借入金の返済による支出 △840

自己株式の取得による支出 △772

配当金の支払額 △261

少数株主への配当金の支払額 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,195

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,080

現金及び現金同等物の期首残高 4,524

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 172

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,616



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
電子部品事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 23,696 1,386 25,083 － 25,083

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 203 203 (203) －

計 23,696 1,590 25,286 (203) 25,083

営業利益 1,426 119 1,545 (517) 1,027

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、下

記の事業区分にいたしました。

電子部品　製 品 名 ……… 抵抗器、モジュール製品、電子デバイス、非直線素子、その他の電子部品

そ の 他　製品名他 ……… 金型製造業、機械製造業、不動産賃貸業、保険代理業

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当第２四半期連結累計期間591百万

円であり、その主なものは、親会社の一般管理部門（研究開発費を除く。）に係る費用であります。

３．追加情報

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」（平成20年４月30日財務省令第32号）に

よる耐用年数の見直しにより、第１四半期連結会計期間から機械装置の耐用年数は改正後の耐用年数を適用

しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の電子部品事業の

営業利益が39百万円減少しております。



〔所在地別セグメント情報〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
18,906 6,046 130 25,083 － 25,083

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,569 1,442 3 4,015 (4,015) －

計 21,475 7,489 133 29,098 (4,015) 25,083

営業利益 1,503 80 (10) 1,574 (546) 1,027

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

アジア ……… シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国、香港

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の（注）

２と同一であります。

４．追加情報

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」（平成20年４月30日財務省令第32号）に

よる耐用年数の見直しにより、第１四半期連結会計期間から機械装置の耐用年数は改正後の耐用年数を適用

しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の日本の営業利益

が39百万円減少しております。

〔海外売上高〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,028 961 333 8,323

Ⅱ　連結売上高（百万円）    25,083

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
28.0 3.8 1.4 33.2

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……… シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国、香港

（２）北　米 ……… 米国、カナダ、メキシコ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　当社は、平成20年５月15日及び平成20年９月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議しており、当第２四半期連結

累計期間において、自己株式は、当該取締役会決議による自己株式の市場買付により762百万円、単元未満株式の

買取りにより9百万円合計772百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末に△1,723百万円となっております。



「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表

（１）中間連結損益計算書

 （単位：百万円）　

科目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

Ⅰ　売上高  26,354

Ⅱ　売上原価  22,351

売上総利益  4,003

Ⅲ　販売費及び一般管理費  2,689

営業利益  1,313

Ⅳ　営業外収益   

１．受取利息及び配当金 66  

２．その他 110 177

Ⅴ　営業外費用   

１．支払利息 95  

２．為替差損 194  

３．その他 120 410

経常利益  1,080

Ⅵ　特別利益  71

Ⅶ　特別損失  911

税金等調整前中間純利益  240

法人税、住民税及び事業税 137  

法人税等調整額 △862 △724

少数株主利益  119

中間純利益  846



（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

 （単位：百万円）　

科目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 240

減価償却費 922

貸倒引当金の増減額（減少：△） △39

賞与引当金の増減額（減少：△） 134

退職給付引当金の増加額 49

受取利息及び受取配当金 △66

支払利息 95

為替差損益（差益：△） △28

固定資産売却益 △1

固定資産除売却損 21

たな卸資産廃却損 559

役員退職慰労金 269

売上債権の増減額（増加：△） 1,351

たな卸資産の増減額（増加：△） △364

仕入債務の増減額（減少：△） △1,079

その他 △450

小計 1,614

利息及び配当金の受取額 66

利息の支払額 △96

法人税等の支払額 △154

役員退職慰労金 △1

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,427

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △706

固定資産の売却による収入 4

投資有価証券の取得による支出 △397

投資有価証券の売却による収入 50

貸付けによる支出 △15

貸付金の回収による収入 1

その他 △203

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,265

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（減少：△） 318

長期借入れによる収入 615

長期借入金の返済による支出 △1,342

社債の償還による支出 △100

配当金の支払額 △275

少数株主への配当金の支払額 △1

その他 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △799

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 69

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（減少：△） △568

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,534

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末残高 3,966

　（注）１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 （単位：百万円）　

項目 平成19年９月30日現在

現金及び預金勘定 6,019

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,052

現金及び現金同等物の中間期末残高 3,966



（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
電子部品事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 24,894 1,460 26,354 － 26,354

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 186 186 (186) －

計 24,894 1,647 26,541 (186) 26,354

営業利益 1,666 179 1,845 (531) 1,313

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、下

記の事業区分にいたしました。

電子部品　製 品 名 ……… 抵抗器、モジュール製品、電子デバイス、非直線素子、その他の電子部品

そ の 他　製品名他 ……… 金型製造業、機械製造業、不動産賃貸業、保険代理業

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、19年９月中間期599百万円であり、

その主なものは、親会社の一般管理部門（研究開発費を除く。）に係る費用であります。

〔所在地別セグメント情報〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
19,105 7,037 211 26,354 － 26,354

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,782 1,671 5 4,459 (4,459) －

計 21,888 8,709 216 30,813 (4,459) 26,354

営業利益 1,516 290 (0) 1,806 (492) 1,313

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

アジア ……… シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国、香港

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の（注）

２と同一であります。



〔海外売上高〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,630 495 360 8,485

Ⅱ　連結売上高（百万円）    26,354

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
29.0 1.9 1.3 32.2

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……… シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国、香港

（２）北　米 ……… 米国、カナダ、メキシコ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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